
お子さんのすこやかな
育ちと学びを応援します

熊本県教育委員会

お子さんの成長で気になることはありませんか？

熊本県では、特別な教育的ニーズのある子供たちが、

すこやかに成長し、よさや可能性を最大限伸ばして自

立と社会参加ができるよう、一人一人の教育的ニーズ

に応じた指導と支援を行っています。

◆ 保護者のみなさま
・お住いの市町村教育委員会

・お住いの地域にある特別支援学校、該当障がい種の特別支援学校（※別紙参照）

◆ 市町村教育委員会担当者のみなさま
・管轄の教育事務所

・熊本県就学等支援アドバイザー

・お住いの地域にある特別支援学校、該当する障がい種の特別支援

学校（※別紙参照）

＊ 指導・支援を充実するために ＊

＊ 就学に不安があるときの相談窓口 ＊

特別支援教育支援員（※）は、教育上特別の支援を必要とする児童生徒に対し、
小・中学校・義務教育学校・高等学校において校長、副校長、教頭、特別支援教
育コーディネーター、担任等と連携の上、次のような役割を担います。
①基本的生活習慣（移動、衣服の着脱、食事、トイレ、階段の上り下り等）確
立のための日常生活上の介助

②学習支援
③学習活動、教室間移動等における介助
④健康・安全確保
⑤周囲の子供たちの障がい理解促進

特別支援教育支援員

特別な教育的ニーズを正確に把握し、
長期的な視点で幼児期から学校卒業後ま
でを通じて、一貫した的確な支援を行う
ことを目的に作成します。
個別の教育支援計画を活用して、本人

や保護者の思いを共有し、有効な支援が
継続され、さらに充実した支援が行われ
るよう、本人及び保護者を中心として、
学校、関係機関を「つなぐ」ツールにし
ます。

★担任と保護者を「つなぐ」
★本人及び保護者の思いや願いを「つなぐ」
★必要な支援を「つなぐ」
★本人と関係機関が必要な情報を「つなぐ」

個別の教育支援計画

特別支援学校の特別支援教育コー
ディネーターは、学校等の求めに応
じて訪問による相談を行います。
幼児児童生徒一人一人のニーズを

把握し、必要な支援の内容や方法に
ついて、学校等の先生方と一緒に検
討を行い、助言を行います。必要に
応じて、幼児児童生徒本人や保護者
の方々との面談に同席することもあ
ります。

巡回相談

幼保・小・中・高校等

特別支援学校

特別支援教育

コーディネーター

（※）各市町村によって、名称が異なることがあります。

詳細は、お住いの市町村教育委員会にお尋ねをお願いします。



一人一人の特別な教育的ニーズに応じた多様な学びの場があります

小学校・中学校
義務教育学校

通常の学級

通級による指導

言語障がい、情緒障がい、難
聴、学習障がい、注意欠陥多動
性障がい 等

特別支援学級

特別支援学校
小学部・中学部

知的障がい、肢体不自由、病
弱・身体虚弱、弱視、難聴、自
閉症・情緒障がい 等

通常の学級

通級による指導

自閉症・情緒障がい・学
習障がい・注意欠陥多動性
障がい 等

特別支援学校
高等部

医療機関

福祉機関等（地域療育センター・相談支援事業所・児童発達支援事業所・放課後等デイサービス事業所・発達障がい者支援センター、当事者団体等）

労働機関（ハローワーク、障害者就業・生活支援センター等）

特別支援学校
幼稚部

就学前

幼稚園

保育所

認定こども園

※県内の特別支援学校で幼稚部が
設置されているのは、熊本県立盲
学校（視覚障がい）、熊本県立熊
本聾学校（聴覚障がい）、熊本県
立松橋東支援学校（肢体不自由）
の３校のみです。

高等学校等

関係機関との連携
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集団での授業を行いますが、どの子供たちにも
分かりやすい授業づくりに努めています。また、
特別支援教育支援員を配置するなどして、個別の
支援も必要に応じて行っています。

通常の学級に在籍して教科等の授業を受けなが
ら、週１～２回程度、自立活動（※１）の学習を
個別で行います。在籍する学校に設置されていな
い場合は、他校に通うこともあります。

障がいのある子供たちのために小・中学校、義
務教育学校に設置された学級です。１学級の定員
は８人で、障がい種ごとに設置されます。

障がいのある子供たちの自立を目的に設置され
た学校です。小・中学校、高等学校（※２）で学
ぶ内容に加え、自立活動（※１）の学習を行いま
す。１学級の定員は、小中学部は６人、高等部は
８人です。複数の障がいがある子供を対象にした
学級は３人が定員です。
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※令和４年度現在、７校の県立高校で
通級による指導を行っています。
実施校では、コミュニケーションや
ストレスマネジメント等、生徒一人
一人の教育的ニーズに応じた指導内
容を設定し指導しています。

※１：自立活動
障がいがあることで
日常生活や学習場面に
おいて、さまざまなつ
まづきや困難さが生じ
ます。自立活動では、
できることを伸ばした
り、増やしたりするこ
とでそのつまづきや困
難さを軽減し、取り組
むべきことにしっかり
取り組むことができる
ようにします。

※２
一部の学校では、幼稚
部の内容も含みます。

★学びの場の柔軟な見直しについて★
就学時に小学校段階６年間、中学校段階３年

間の学校や学びの場が固定されてしまうわけで
はありません。お子さんの教育的ニーズは、お
子さん自身の成長や状況によって変化するもの
です。就学後も、学校や市町村教育委員会は、
お子さんの教育的ニーズの整理と必要な支援の
内容を検討・確認し、本人及び保護者と十分に
話し合いながら、必要な場合は、市町村教育委
員会が学びの場の変更を決定します。

就学決定までの流れ

11
月
30
日
ま
で

■就学先の決定
障がいの状態、教育

上必要な支援内容、地
域における教育体制の
整備状況、保護者や専
門家の意見等を総合的
に勘案して、適切な就
学先が決定されます。

・市町村主催の特別支援
教育に関する就学説明会
や就学相談会への参加
・小学校、特別支援学校
の見学や体験入学
・先輩保護者への体験談
の聞き取り 等

４
月

満
６
歳
４
月

10
月
30
日
ま
で

■ 早期からの教育相
談の実施

０～５歳

■就学先の検討

■学齢簿の作成
■就学時健康診
断の実施

１
月
31
日
ま
で

■入学説明会

■ 就学

12
月
31
日
ま
で

■ 就学通知


